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は し が き

本報告書は、金融法務研究会第１分科会における平成 28 年度の研究の内容を取りま
とめたものである。

金融法務研究会は、平成２年 10 月の発足以来、最初のテーマとして、各国の銀行取
引約款の検討を取りあげ、その成果を平成８年２月に「各国銀行取引約款の検討―その
Ⅰ・各種約款の内容と解説」として、また平成 11 年３月に、「各国銀行取引約款の比較
―各国銀行取引約款の検討　そのⅡ」として発表した。平成 11 年１月以降は、金融法
務研究会を第１分科会と第２分科会とに分けて研究を続けている。

第１分科会で取り上げたテーマは、巻末の報告書一覧のとおりであるが、平成 28 年
度は「仮想通貨に関する私法上・監督法上の諸問題の検討」をテーマとして取りあげ、
その研究成果を本報告書に取りまとめた。

本報告書においては、第１章で「仮想通貨の私法上の法的性質―ビットコインのプロ
グラム・コードとその法的評価」（加毛明担当）、第２章で「アメリカにおける仮想通貨
の私法上の地位」（加藤貴仁担当）、第３章で「仮想通貨に関する国際的な法的問題に関
する考察」（森下哲朗担当）、第４章で「仮想通貨に関する私法上の諸問題」（岩原紳作
担当）、第５章で「ドイツにおける暗号資産および ICO の監督法上の取扱い」（神作裕之
担当）、第６章で「仮想通貨と監督法」（神田秀樹担当）を取りあげている。

このうち第１章においては、ビットコインの仕組みを紹介したうえで、仮想通貨の法
的性質に関する議論状況を整理し、議論の対立点を明らかにして仮想通貨の私法上の法
的性質について検討する。第２章においては、アメリカにおける仮想通貨の私法上の地
位を巡る議論を紹介したうえで、今後の課題を述べる。第３章においては、ビットコイ
ンのような発行者がいない仮想通貨に限らず、ICO のトークンも視野に入れ、国際的な
法の適用に関する問題を検討する。第４章においては、仮想通貨の法的性質論に加え、
仮想通貨の技術的な特色から、私法的問題にどのような対処をすることが望ましいかと
いった政策論を交えて検討する。第５章においては、ドイツにおける暗号資産および
ICO の監督法上の取扱いについて概観し、日本法の動向との違いが生じている原因につ
いて考察する。第６章においては、仮想通貨に関する決済関連規制、利用者保護規制お
よび投資者保護規制などに関する課題を述べる。

本報告書が銀行実務家をはじめ、各方面の方々のお役に立つことができれば幸いであ
る。

なお、本研究会には、銀行の法務分野から実務を担当する方にオブザーバーとしてご
参加いただいている。また、事務局を全国銀行協会業務部にお願いしている。

最後に、同分科会においては、平成 30 年度には「法人との取引における法的論点と
銀行の実務」をテーマとして取りあげ、研究を続けている。
� 平成 31 年３月
� 金融法務研究会座長　　
� 岩　原　紳　作
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